
         ７０歳から７４歳の一部負担金の割合の判定基準 

関係法令：国民健康保険法四十二条、国民健康保険法施行令二十七条の二により 

令和７年中の所得等で判定（判定の適用期間は令和８年８月～令和９年７月） 

① 第一判定（所得判定） 

                               

  

                                                         

                                    

 

 

                                  

 

 

 

② 第二判定 

（収入判定） 

 

 

 

 

 

③ 第三判定 

（収入判定） 

 

 

 

 

①・７０歳～７４歳の国保被保険者で市民税の課税標準額が１４５万円以上の方がいない場合、または、

市民税の課税標準額が１４５万円以上あるが、それぞれの国保税の基準総所得額の合計が２１０万円

以下の場合は２割 

・７０歳～７４歳の国保被保険者で市民税の課税標準額が一人でも１４５万円以上の方が世帯に属して

おり、世帯の７０歳～７４歳の国保被保険者それぞれの国保税の基準総所得額の合計が２１０万円を

超える場合、第二判定（収入判定）へ 

※同一の国保世帯に合計所得が３８万円以下である１９歳未満の国保世帯員がいるときは、世帯主の税

の各種控除後の所得から既定額が控除される場合があります。 

 ②７０歳～７４歳の国保被保険者が世帯に一人の場合は収入３８３万円未満、二人以上の場合は５２０万

円未満の場合は２割 ※収入（必要経費を引く前の金額）の合計で判定します。 

③ ７０歳～７４歳の国保被保険者の収入が３８３万円以上でも、特定同一世帯所属者がいる場合、その

収入を含めると５２０万円未満の場合は２割 ※収入（必要経費を引く前の金額）の合計で判定します。 

※特定同一世帯所属者とは後期高齢者医療制度へ移行することに伴い、国保の資格を喪失し、継続し

てその世帯にいる方のことです。 

 

※ 税務署で確定申告されている場合、確定申告書の課税される所得金額と、市民税の課税標準額はそれぞ

れ所得控除の金額が違うため、相違が生じます。 

                                                 

 

７０歳～７４歳の国保被保険者の市民税の課税標準額で判定 

全員が１４５万円未満      １人でも１４５万円以上 

２割 

 
７０歳～７４歳の国保被保険者の収入で判定 

単身世帯 ３８３万円未満 

複数世帯 ５２０万円未満 

単身世帯 ３８３万円以上 

複数世帯 ５２０万円以上 

２割 

 

３割（現役並み所得者） 

複数世帯 ５２０万円未満 複数世帯 ５２０万円以上 

２割 ３割（現役並み所得者） 

特定同一世帯所属者がいる場合、

その収入を含めた判定 

７０歳～７４歳の国保被保険者の 

国保税の基準総所得額の合計で判定 

２１０万円以下 ２１０万円超 


